
 

平成17年３月期 個別財務諸表の概要 平成17年５月12日

上場会社名  ジェコス株式会社 上場取引所 東

コード番号　９９９１  本社所在都道府県 東京都

(URL　http://www.gecoss.co.jp)

代　　表　　者　役職名 取締役社長 氏名　寺　尾　　主

問合せ先責任者　役職名 総務部長 氏名　今　井　　大　介 ＴＥＬ （03）3660－0776

決算取締役会開催日 平成17年５月12日 中間配当制度の有無 有

配当支払開始予定日 平成17年６月30日 定時株主総会開催日 平成17年６月29日

単元株制度採用の有無 有（１単元　100株）   

１．平成17年３月期の業績（平成16年４月１日～平成17年３月31日）

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年３月期 84,392 5.8 3,724 37.3 3,614 40.9

16年３月期 79,771 4.5 2,713 12.0 2,564 15.7

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総資本

経常利益率

売上高

経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年３月期 1,837 23.3 49 33 ― 7.3 4.3 4.3

16年３月期 1,490 65.4 40 89 ― 6.2 3.0 3.2

（注） ①期中平均株式数 17年３月期 36,429,500株 16年３月期 36,432,305株

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2)配当状況

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率 中間 期末

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年３月期 12 00 5 00 7 00 437 24.3 1.7

16年３月期 10 00 5 00 5 00 364 24.5 1.5

（注）平成17年3月期 期末配当金7円00銭は、普通配当5円00銭と上場10周年記念配当2円00銭であります。

(3)財政状態

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年３月期 82,386 25,974 31.5 711 97

16年３月期 83,957 24,670 29.4 677 16

（注） ①期末発行済株式数 17年３月期 36,426,190株 16年３月期 36,431,490株

②期末自己株式数 17年３月期 9,935株 16年３月期 4,635株

２．平成18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末  

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 41,500 1,600 900 5 00 　― 　―

通　期 87,600 3,800 2,000 　― 5 00 10 00

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 54円90銭
 
※　上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要

因によって予想数値と異なる場合があります。

なお、上記業績予想に関する事項は、平成17年3月期決算短信（連結）の添付資料の7ページをご参照ください。
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６．個別財務諸表等
(1) 貸借対照表

前事業年度
（平成16年３月31日）

当事業年度
（平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１　現金及び預金 340 443 103

２　受取手形 ※１ 9,474 8,710 △763

３　売掛金 ※１ 20,116 19,245 △871

４　建設仮設材  21,088 22,072 985

５　商品 1,398 2,287 889

６　製品 268 447 179

７　原材料 441 454 13

８　仕掛品 115 238 123

９　前払費用 76 60 △16

10　繰延税金資産 539 749 210

11　短期貸付金 ※１ 937 953 16

12　手形売却未収入金 ※２ 1,247 1,072 △175

13　その他 123 164 42

　　貸倒引当金 △615 △244 371

流動資産合計 55,548 66.2 56,652 68.8 1,104

Ⅱ　固定資産  

(1) 有形固定資産  

①　賃貸用資産  

１　賃貸用建設機械 5,081 2,582  

減価償却累計額 △4,436 644 △2,278 304 △340

②　社用資産  

１　建物 8,253 8,161  

減価償却累計額 △4,636 3,618 △4,820 3,341 △277

２　構築物 2,229 2,237  

減価償却累計額 △1,778 451 △1,834 403 △48

３　機械及び装置 6,306 6,390  

減価償却累計額 △5,116 1,189 △5,309 1,081 △109

４　車両及び運搬具 269 272  

減価償却累計額 △231 38 △226 46 8

５　工具、器具及び備
品

1,309 1,190  

減価償却累計額 △1,013 296 △850 340 44

６　土地 ※３ 13,337 13,304 △34

７　建設仮勘定 11 10 △0

有形固定資産合計 19,585 23.3 18,830 22.8 △755
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前事業年度
（平成16年３月31日）

当事業年度
（平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

(2) 無形固定資産  

１　ソフトウェア 80 146 66

２　電話加入権 28 28 ―

３　その他 102 84 △18

無形固定資産合計 210 0.2 257 0.3 48

(3) 投資その他の資産  

１　投資有価証券 3,845 2,565 △1,281

２　関係会社株式 557 557 0

３　長期貸付金 28 22 △5

４　従業員長期貸付金 146 112 △34

５　関係会社長期貸付
金

2,083 1,447 △636

６　破産債権、更生債
権その他これらに
準ずる債権

598 564 △34

７　長期前払費用 34 32 △2

８　繰延税金資産 983 1,240 257

９　会員権 1,265 887 △378

10　その他 330 347 17

　　貸倒引当金 △1,254 △1,128 127

投資その他の資産合計 8,615 10.3 6,646 8.1 △1,968

固定資産合計 28,409 33.8 25,734 31.2 △2,675

資産合計 83,957 100.0 82,386 100.0 △1,571
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前事業年度
（平成16年３月31日）

当事業年度
（平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１　支払手形 ※１ 12,592 13,921 1,329

２　買掛金 ※１ 16,952 14,237 △2,714

３　短期借入金 19,970 18,770 △1,200

４　一年内返済予定の長期
借入金

1,500 ― △1,500

５　未払金 543 799 256

６　未払費用 107 260 153

７　未払法人税等 1,076 1,377 301

８　前受金 135 104 △31

９　預り金 578 961 383

10　賞与引当金 638 661 23

11　その他 90 120 30

流動負債合計 54,180 64.5 51,210 62.2 △2,970

Ⅱ　固定負債  

１　長期借入金 3,900 3,900 ―

２　再評価に係る繰延税金
負債

※３ 62 120 58

３　退職給付引当金 755 742 △13

４　役員退職慰労引当金 176 181 5

５　その他 214 258 44

固定負債合計 5,107 6.1 5,202 6.3 95

負債合計 59,287 70.6 56,412 68.5 △2,875
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前事業年度
（平成16年３月31日）

当事業年度
（平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※５ 4,398 5.2 4,398 5.3 ―

Ⅱ　資本剰余金  

１　資本準備金 4,596 4,596  

資本剰余金合計 4,596 5.5 4,596 5.6 ―

Ⅲ　利益剰余金  

(1) 利益準備金 490 490  

(2) 任意積立金  

１　買換資産特定積立金 33 33  

２　特別償却準備金 41 32  

３　別途積立金 13,038 14,038  

(3) 当期未処分利益 1,654 2,046  

利益剰余金合計 15,256 18.2 16,640 20.2 1,384

Ⅳ　土地再評価差額金 ※３ 94 0.1 183 0.2 89

Ⅴ　その他有価証券評価差額
金

328 0.4 162 0.2 △166

Ⅵ　自己株式 ※６ △1 △0.0 △4 △0.0 △2

資本合計 24,670 29.4 25,974 31.5 1,304

負債・資本合計 83,957 100.0 82,386 100.0 △1,571
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(2) 損益計算書

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅰ　売上高  

１　商品等売上高 48,946 52,886  

２　賃貸料収入 12,568 13,381  

３　請負工事収入 9,331 9,172  

４　その他の営業収入 ※１ 8,925 79,771 100.0 8,954 84,392 100.0 4,621

Ⅱ　売上原価  

１　商品等売上原価  

商品等期首たな卸高 24,672 22,754  

当期商品等仕入高 ※２ 38,368 43,965  

当期製品製造原価 7,419 8,450  

合計 70,459 75,169  

他勘定へ振替高 ※３ 6,223 6,273  

商品等期末たな卸高 22,754 24,806  

差引商品等売上原価 41,482 44,089  

２　賃貸原価 10,989 11,864  

３　請負工事原価 8,219 8,310  

４　その他の原価 7,575 68,266 85.6 7,464 71,727 85.0 3,461

売上総利益 11,505 14.4 12,665 15.0 1,160

Ⅲ　販売費及び一般管理費  

１　入出庫諸費用 498 463  

２　貸倒引当金繰入額 67 ―  

３　給与諸手当 3,211 3,157  

４　賞与引当金繰入額 580 600  

５　退職給付費用 413 354  

６　福利厚生費 739 744  

７　賃借料 468 479  

８　交際費 ― 477  

９　旅費交通費 ― 449  

10　減価償却費 443 386  

11　その他 ※４ 2,373 8,792 11.0 1,831 8,941 10.6 149

営業利益 2,713 3.4 3,724 4.4 1,011
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前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅳ　営業外収益  

１　受取利息 ※２ 70 55  

２　受取配当金 ※２ 93 89  

３　その他 23 185 0.2 34 178 0.2 △8

Ⅴ　営業外費用  

１　支払利息 305 247  

２　手形売却損 30 39  

３　その他 0 335 0.4 3 289 0.3 △46

経常利益 2,564 3.2 3,614 4.3 1,050

Ⅵ　特別利益  

１　固定資産売却益 ※５ 21 26  

２　会員権売却益 1 ―  

３　厚生年金基金代行部分
返上益

1,106 ―  

４　助成金収入 12 ―  

５　貸倒引当金戻入額 ―   189    

６　投資有価証券売却益 ※６ ― 1,139 1.5 543 757 0.9 △382

Ⅶ　特別損失  

１　固定資産処分損 ※７ 23 100  

２　会員権処分損 4 9  

３　関係会社貸付金貸倒損
失

70 ―  

４　確定拠出企業年金移行
損失 

24 ―  

５　建設仮設材評価損 423 105  

６　投資有価証券評価損 82 589  

７　関係会社株式評価損 18 ―  

８　会員権減損処理額 142 25  

９　減損損失 ※８ ― 784 1.0 74 902 1.1 117

税引前当期純利益 2,918 3.7 3,469 4.1 551

法人税、住民税及び事
業税

1,263 1,933  

法人税等調整額 165 1,428 1.8 △301 1,632 1.9 204

当期純利益 1,490 1.9 1,837 2.2 347

前期繰越利益 346 481 134

土地再評価差額金取崩
額

― △89 △89

中間配当額 182 182 0

当期未処分利益 1,654 2,046 393

- 41 -



原価明細書

(a）製造原価明細書

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 3,417 45.5 4,137 48.2

Ⅱ　労務費 552 7.3 590 6.9

Ⅲ　経費

１　外注費 3,074 3,359

２　その他 465 3,540 47.1 499 3,858 44.9

当期総製造費用 7,509 100.0 8,584 100.0

期首仕掛品たな卸高 113 115

合計 7,622 8,700

他勘定へ振替高 ※１ 88 12

期末仕掛品たな卸高 115 238

当期製品製造原価 ※２ 7,419 8,450

　（注）※１　他勘定へ振替高の内訳は次のとおりであります。

前事業年度 当事業年度

運賃原価への振替高 5百万円 運賃原価への振替高 4百万円

固定資産への振替高 61 販売費及び一般管理費への振替高 8

販売費及び一般管理費への振替高 22

計 88 計 12

※２　当期製品製造原価の内訳は次のとおりであります。

前事業年度 当事業年度

建設仮設材製作分 1,871百万円 建設仮設材製作分 1,854百万円

製品製作分 5,548 製品製作分 6,595

計 7,419 計 8,450

　３　原価計算の方法は、鋼製山留材、覆工板等については実際原価による組別総合原価計算の方法により、スチー

ルセグメント、Ｈ形支保工等の個別受注品については実際原価による個別原価計算の方法により実施しております。
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(b) 賃貸原価明細書

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

１　建設仮設材減耗費 4,891 44.5 4,939 41.6

２　賃貸用建設機械減価償却費 297 2.7 156 1.3

３　賃借料 5,801 52.8 6,769 57.1

合計 10,989 100.0 11,864 100.0

(c) 請負工事原価明細書

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

１　外注費 8,145 99.0 8,166 98.3

２　減価償却費 74 1.0 53 0.6

３　賃借料 ― ― 91 1.1

合計 8,219 100.0 8,310 100.0

(d) その他の原価明細書

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

１　建設仮設材修理原価 1,757 23.2 1,626 21.8

(うち外注費) (1,737) (22.9) (1,609) (21.6)

２　運送費 5,520 72.9 5,599 75.0

３　賃貸用建設機械売却原価 298 3.9 240 3.2

合計 7,575 100.0 7,464 100.0
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(3) 利益処分案

前事業年度
（平成16年６月29日）

当事業年度
（平成17年６月29日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)

Ⅰ　当期未処分利益 1,654 2,046 393

Ⅱ　任意積立金取崩額  

１　買換資産特定積立金取
崩額

―  0   

２　特別償却準備金取崩額 9 9 10 10 1

合計 1,663 2,056 393

Ⅲ　利益処分額  

１　配当金 182 255  

２　取締役賞与金 ― 40  

３　任意積立金  

買換資産特定積立金  ―  11   

別途積立金 1,000 1,182 1,300 1,606 424

Ⅳ　次期繰越利益 481 450 △30

 

　（注）　　１　買換資産特定積立金および特別償却準備金の取崩額ならびに買換資産特定積立金は、租税特別措置法

　　　　　　　　にもとづくものであります。

　　　　　　２　当事業年度において配当金は１株につき普通配当5円および上場10周年記念配当2円、合計7円でありま

　　　　　　　　す。

　　　　　　３　日付は株主総会承認年月日であります。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。）

同左

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

　時価法

デリバティブ

同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

建設仮設材

　先入先出法による原価から定額法により

計算した減耗費を控除する方法によってお

ります。

建設仮設材

同左

商品、原材料

　移動平均法による原価法

商品、原材料

同左

製品

　個別法による原価法

製品

同左

仕掛品

　鋼製山留材、覆工板等については移動平

均法による原価法

　スチールセグメント、Ｈ形支保工等の個

別受注品については個別法による原価法

仕掛品

同左

４　固定資産の減価償却の方法 有形固定資産

定率法

有形固定資産

同左

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物付属設備を除く）につい

ては定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

賃貸用建設機械 ５～７年

建物 15～47年

構築物 10～15年

機械及び装置 13～15年

車両及び運搬具 ４～６年

工具、器具及び備品 ４～10年

無形固定資産

定額法

無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権及び破産更生債権等につい

ては財務内容評価法により回収不能見込

額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、支給

見込額基準により計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理し

ております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理し

ております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により翌事業年

度から費用処理することとしております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により翌事業年

度から費用処理することとしております。

（追加情報）

　当社は、確定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行部分について、

平成16年１月１日に厚生労働大臣から過

去分返上の認可を受け、平成16年３月19

日に返還額の納付を行いました。

 

 

　当事業年度における損益に与えている

影響額は、特別利益として1,106百万円

計上しております。

 

　当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、

平成16年１月に適格退職年金制度の一部

について、確定拠出年金制度に移行し、

「退職給付制度間の移行等に関する会計

処理」(企業会計基準適用指針第１号)を

適用しております。

 

　本移行に伴う影響額は、特別損失とし

て24百万円計上しております。

 

(4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

(4) 役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

６　請負工事収入の計上基準 　工事進行基準によって計上しております。 同左

７　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

８　ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

ヘッジ会計の方法

同左

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

ヘッジ方針

　金利スワップ取引に関する取引の方針

及びリスク管理に必要な事項等を定めた

「金利スワップ取引管理規則」に基づき、

ヘッジ対象に係る金利変動リスクを一定

の範囲内でヘッジしております。

ヘッジ方針

同左

ヘッジ有効性の評価方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計を半期ごとに比較し、両

者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効

性を評価しております。

ヘッジ有効性の評価方法

同左

９　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式を採用しております。

消費税等の処理方法

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

――――――  （固定資産の減損に係る会計基準）

　固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平

成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第6号　平成15年10月

31日）が平成16年3月31日に終了する事業年度に係る財務

諸表から適用できることになったことに伴い、当事業年度

から同会計基準及び同適用指針を適用しております。これ

により税引前当期純利益は74百万円減少しております。な

お、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控除しております。

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

　「手形売却損」は、前事業年度においては「営業外費

用」の「その他」に含めて表示しておりましたが、金額の

重要性が増したため当事業年度から区分掲記することとい

たしました。

　販売費及び一般管理費の「交際費」及び「旅費交通費」

は、従来「その他」に含めて表示しておりましたが、当事

業年度において販売費及び一般管理費の合計の100分の５

を超えたため、区分掲記することといたしました。

　なお、前事業年度において「営業外費用」の「その他」

に含めて表示した手形売却損の金額は、2百万円でありま

す。

　なお、前事業年度において販売費及び一般管理費の「そ

の他」に含めて表示した「交際費」の金額は427百万円、

「旅費交通費」の金額は428百万円であります。

追加情報

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

 

──────

 地方税法の一部を改正する法律（平成 15年法律第９号）

が平成15年４月１日に施行され、平成16年４月１日から、

法人事業税に外形標準課税が導入されたことに伴い、法人

事業税における付加価値割及び資本割について「法人事業

税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会「実務対応報

告第12号」平成16年２月13日）に基づき、販売費及び一般

管理費に計上しております。なお、当事業年度において、

販売費及び一般管理費に含めて表示した事業税の額は次の

とおりであります。

資本割額　　　　19百万円

付加価値割額　　44百万円
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成16年３月31日）

当事業年度
（平成17年３月31日）

※１　関係会社に対する資産及び負債のうち区分掲記され

ていない主なものは次のとおりであります。

※１　関係会社に対する資産及び負債のうち区分掲記され

ていない主なものは次のとおりであります。

受取手形 550百万円

売掛金 1,248百万円

短期貸付金 908百万円

支払手形及び買掛金 2,660百万円

受取手形 477百万円

売掛金 1,192百万円

短期貸付金 930百万円

支払手形及び買掛金 1,725百万円

※２　流動資産に計上されている「手形売却未収入金」は、

手形債権流動化による留保部分であり、これに対応す

る手形譲渡残高は6,446百万円であります。

※２　流動資産に計上されている「手形売却未収入金」は、

手形債権流動化による留保部分であり、これに対応す

る手形譲渡残高は6,564百万円であります。

※３　土地の再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律

第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い土地

の帳簿価額が155百万円増加しております。当該評価

差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資本の部に計上しており

ます。

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３

号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行っ

て算定する方法、及び第４号に定める路線価に合理

的な調整を行って算定する方法によっております。

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日

・再評価を行った土地の時価の下落による当期末にお

ける再評価後の帳簿価額との差額

…2,240百万円

※３　土地の再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律

第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い土地

の帳簿価額が155百万円増加しております。当該評価

差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資本の部に計上しており

ます。

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３

号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行っ

て算定する方法、及び第４号に定める路線価に合理

的な調整を行って算定する方法によっております。

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日

・再評価を行った土地の時価の下落による当期末にお

ける再評価後の帳簿価額との差額

… 3,026百万円

　４　配当制限

　商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は328百万円であ

ります。

　４　配当制限

　商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は162百万円であ

ります。

※５　会社が発行する株式の総数及び発行済株式の総数は

次のとおりであります。

※５　会社が発行する株式の総数及び発行済株式の総数は

次のとおりであります。

会社が発行する

株式の総数
普通株式 97,500,000株

発行済株式の総数 普通株式 36,436,125株

会社が発行する

株式の総数
普通株式 97,500,000株

発行済株式の総数 普通株式 36,436,125株

※６　自己株式の保有数 ※６　自己株式の保有数

普通株式 4,635株 普通株式 9,935株
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１　その他の営業収入の内訳は次のとおりであります。 ※１　その他の営業収入の内訳は次のとおりであります。

建設仮設材修理収入 2,654百万円

運賃収入 5,951

賃貸用建設機械の売却収入 320

計 8,925

建設仮設材修理収入 2,635百万円

運賃収入 6,069

賃貸用建設機械の売却収入 250

計 8,954

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

商品等仕入高 11,290百万円

受取利息 60

受取配当金 85

商品等仕入高 6,866百万円

受取利息 47

受取配当金 79

※３　他勘定へ振替高の内訳は次のとおりであります。 ※３　他勘定へ振替高の内訳は次のとおりであります。

賃貸原価へ振替えた建設仮設材

減耗費
4,891百万円

材料費への振替高 909

建設仮設材評価損 423

計 6,223

賃貸原価へ振替えた建設仮設材

減耗費
4,939百万円

材料費への振替高 1,133

建設仮設材評価損 105

固定資産への振替高 96

計 6,273

※４

 ──────

※４　研究開発費

　一般管理費に含まれる研究開発費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　18百万円

　当期製造費用に含まれる研究開発費はありません。

※５　固定資産売却益の主なものは、機械及び装置売却

益21百万円であります。

※５　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建物 8百万円

機械及び装置 7

車両及び運搬具 1

工具、器具及び備品 0

土地 11

計 26

※６　　　　　　　　────── ※６　投資有価証券売却益543百万円は、関係会社との取

引に基づいて発生したものであります。
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前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※７　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 ※７　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

建物 19百万円

構築物 0

機械及び装置 1

車両及び運搬具 1

工具、器具及び備品 2

計 23

賃貸用建設機械 71百万円

建物 5 

機械及び装置 1

車両及び運搬具 1

工具、器具及び備品 19

土地 2

計 100

※８　

　　　　　　　　　　──────

※８　減損損失

　当事業年度において当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。

　（用途・種類・場所の概要）

場所 用途 種類

減損

損失額

(百万円）

東京都

文京区

賃貸用

不動産

土地・

建物及び

器具備品

　　58

 

千葉県

四街道市

賃貸用

不動産

土地

及び

建物

　　8

 

三重県

志摩郡

遊休資産

 

土地・

建物及び

器具備品

　　8

 

（経緯及び減損損失の内訳）

　事業用資産、賃貸用不動産及び遊休資産について

減損の兆候を検討した結果、使用状況及び市場の評

価額等により、減損を認識した資産については減損

損失を計上しました。なお、資産科目別の減損計上

額は「土地」16百万円、「建物」57百万円、「器具

備品」0百万円であります。　

（グルーピングの方法）

　固定資産を本業に関わる事業用資産とその他の資

産に分類し、事業用資産に関しては、地域別にグ

ルーピングを行い、その他の資産に含まれる賃貸用

不動産及び遊休資産に関しては、物件ごとに市場の

評価額及び使用価値により減損の兆候を検討いたし

ました。

（回収可能価額の算定方法）

　回収可能価額は、賃貸用不動産に関しては将来見

積キャッシュ・フローを４％で割り引いた使用価値

に基づき算出し、遊休資産に関しては、正味売却価

額として固定資産税評価額を適用しております。

①　リース取引

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

②　有価証券

　前事業年度末（平成16年３月31日現在）及び当事業年度末（平成17年３月31日現在）における子会社株式及び関連

会社株式で時価のあるものはありません。
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③　税効果会計

前事業年度
（平成16年３月31日）

当事業年度
（平成17年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 156百万円

賞与引当金 252

未払事業税 90

未払事業所税 10

建設仮設材評価損 167

投資有価証券評価損 2

会員権評価損 442

退職給付引当金 299

役員退職慰労引当金 70

セール・アンド・リースバック取引

前受収益
105

その他有価証券評価差額金 3

その他 189

繰延税金資産小計 1,785

繰延税金負債

特別償却準備金 20

買換資産特定積立金 22

その他有価証券評価差額金 218

その他 3

繰延税金負債小計 263

繰延税金資産の純額 1,522

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 156百万円

賞与引当金 261

未払事業税 101

未払事業所税 10

建設仮設材評価損 128

投資有価証券評価損 215

会員権評価損 388

減損損失 25

退職給付引当金 294

役員退職慰労引当金 72

セール・アンド・リースバック取引

前受収益
131

その他有価証券評価差額金 0

その他 359

繰延税金資産小計 2,140

繰延税金負債

特別償却準備金 14

買換資産特定積立金 29

その他有価証券評価差額金 106

その他 1

繰延税金負債小計 150

繰延税金資産の純額 1,989

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.87％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
6.10

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目
△1.19

住民税均等割 1.57

その他 1.60

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
48.95

法定実効税率 39.54％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
5.47

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目
△0.90

住民税均等割 1.35

その他 1.59

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
47.05
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 677.16円       711.97円

１株当たり当期純利益 40.89円   　　49.33円

１株当たり当期純利益の算

定上の基礎
当期純利益 1,490百万円

普通株主に帰属し

ない金額
－） ―百万円

普通株式に係る当

期純利益
1,490百万円

期中平均株式数 36,432千株

当期純利益      1,837百万円

普通株主に帰属し

ない金額
－） 40百万円

（うち利益処分に

よる役員賞与金）
( 40百万円)

普通株式に係る当

期純利益
     1,797百万円

期中平均株式数       

36,430千株

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額

新株予約権等潜在株式がないため記載して

おりません。

新株予約権等潜在株式がないため記載して

おりません。
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役 員 の 異 動 
（平成 17年 6月 29日付） 

 
 
 
 

1． 監査役の異動 
 
監査役(非常勤)   平 山

ひらや ま

  與四郎
よしろう

   （現 監査役(常勤)） 
 
 
 

以  上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－ 54 － 




